


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































AB　Skattefri　sprit 400 同上 同上




AB　EIevatQr 1，040 同上 1928－1931／32








Thosviks　AB 250 同上 1931／32
AB　Svenska　bokf61aget　P．　A．6，300印刷・製紙 1928／28－1931／32
Norstedt＆S6ner 精製工業
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5 6 7 8 9
製造勘定へ（Till　Til卜
魔?窒汲獅奄獅〟j
ｻ造原価（THlverk・
製造勘定より（Fran
Z難驚出。1、m
売上品原価（S組da
uarors　Kostnader）
虚t（Prestationer）
収益（Inkomster）
ｭ生した収益（Oper・
奄盾р奄唐?窒≠р?@Intakter）
結果分析と決算勘定
iResutat　Analys　och
aokslut）
ningsktstnader）ning）
原価負担者（Kostnadsbarare） （Prestationer
給付或いは収益の種類
@　　　eller　lntaktsslag）
借記（Debiteringar）貸記（Krediteringar）借記（Debiteringar）貸記（Krediteringar）借方・貸方（Debt＆
jredit）
製品種類別或いは製造
ﾟ程別に配分（lndelas
??狽?秩@produktslagener　tillverknings一
製品種類別に配分（In・
р?撃≠刀@efter　produkt－
唐撃≠〟j
70商贔売上原価@（Sjalvkostn．　fσr
@salda　handelsva・
@ror）
80商品売上（F6rsalj・
@ning　av　handelsvar・
@or）
90特別損失（Extrord．
@ko tn．）
prQceSS）
71製品売上原価81製品売上（Fσrsaljn一91棚卸資産減耗・評価（Sjalvkostn．　fσr
?撃р＝@egna　produ・
汲狽?秩D）
ing　av　egna　produ－
汲狽?秩j
損（Lagerdifferen・
唐?秩j（kvantitets・
р奄??D，　vardergL）
72　　同　　　上 82　　同　　　上 92償却賢等（Finansiel一
la　avskrivningar．
m．m）
73　同　　　上 83　　同　　　上 93全勘定の調整（Ut一
jamning　av　Samt一
liga　konton）
74運賃等個々の販売費 84発送受取運賃等（Fa一94部門費差異・その他
（Frakter　m．　fl．　sar・
唐汲獅р＝@fσrs．　kostn，）
kturerade　frakter．
?狽メD）
欝跳i驚sdif乱
75製品原価（Tillver・85雑益（Diverse）95予備：当期発生特別
kningsko，　f，　prod．） 取引事象記入
76除却資産売却損等86除却資産売却等96製品等原価差異（Ka1一
（Sj削vkostn．　f．
唐″cda　anlaggn，，
（F6rsaljning　av　an・
P謹ggn．　tillg．　skrot
　 　　Ω汲凾撃р奄??D　a．egna
垂窒盾пDm．m、）
skrot　m．m．） m．m．）
77自家製造設備・機械87受取家賃等（Mot一97正常営業損益（Ka置・
等（Tnlverkadetagna　hyror　o．d，）kylmassig　vinst）
鍛器燃几・m缶
78雑損（Diverse）88地代及び現金割引等98総営業利益（Brutt・
（受取）（R勘tor　ochOviSnSt　av　rdrel・
kassarab，　m．m、）sen）
（mottagna）
79独立内部損益計算89中性収益（Neutra正a99損益勘定（Vinst－＆
（Frist昌ende　interninkomster）（営業外f6rlustkonto）
resultatrakning）
i場合による。〉
収益〉 残高勘定（balans　k．
盾獅狽盾氏j（期首・期末）
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　この表は、M－Planenの作成のために発足した、既述の機械工業連合委員会
が、その委員会の責任者Sven　Sternbergに対して、M－Planenが立案の基礎iと
した諸原則と実際的な適応可能性をめぐる簡潔な方向性について明らかにす
ることを要請し、かれが、この要請に基づいて書き上げた著作即ち「機械工業
連盟標準コンテンプラーン．簡潔な方向性」（Mekanf6rbundets　Normalkonto－
plan，　Kortfattad　Orientering，　Utarbetad　av　Sven　Sternberg，　Fdrord　och　s．
62－63．，Sveriges　Mekanf6rbund，　Stockholm，1948）に基づいている。
　この表を念頭に入れながら、以下、簡潔に、その骨子を明らかにしよう。
　「このM・Planenは、先ず、機械工業を対象としている。とはいえ、それは、
その持つ長所の故に、機械工業以外のその他の工的企業にも適用され」、また
「このM－Planenは、原価計算の諸原則、事前原価計算による統制方法、貸借
対照表評価諸原則、簿記機構、企業規模に相違がある場合でも、完全に適用可
能である」（Leif　H．　Skare／Nils　Vtisthagen／Sven　Erik　Johansson，　ibid．，　s．
329．）と言われるように、M－Planenは、その立案・公表の経緯からみて、直
接的には巨大企業を適用対象としているが、全ての規模の企業がそれを利用で
きるように、その弾力性に配慮している。これは、弾力性の諸原則（elasticity
rules）と呼ばれる。（Lars　A　Samuelson，　ibid．，　p．82．）とはいえ中・小規模の
企業に対しては、例えば、既述のように、BAS－Planenのようなコンテンプラ
ーンも存在する。
　弾力性の諸原則が適用されるのは、M－Planenが、次の場合でも利用可能と
なることを意図しているからである。即ち（1源価計算の方法が異なる場合、②
製品原価の見積方法が異なる場合、（3）資産評価の方法が異なる場合、（4）異なる
体系の会計処理機構が利用される場合、（5）企業規模が異なる場合である。（Lars
ASamuelson，　ibid．，　s．81．）
　M－Planenは、この表が示唆するように、勘定組織体系の立案と利用につい
て次の10個の原則を基礎としている。即ち（1）諸勘定は、10進法にしたがって番
号を打つこと、（2儲勘定の個々のクラス0　9は、明確な意味を持っているこ
と、（3）クラス1は、「支出の独特な分類」によって、支出を複式記入せず、単に
借方記入すること、（4）クラス8は、「収益の独特な分類」によって、収益を複式
記入せず、単に貸方記入すること、（5源価会計（原価簿記）に関わる原価諸勘
定の記入は、幾っかの勘定科目の場合複式記入すること、（6機つのかの勘定グ
ループの記入は、指示・指令によること、また幾つかの勘定（科目）番号は、
並行・対応して二者一組となっていること、（7儲勘定の締切りは、当該年度末
にのみ行われること、（8源価諸勘定は、当該年度中は、財務諸勘定より分離さ
れ、年度末にのみ締切りされ、財務勘定と結合されるること、（9）諸帳簿締切り
164
のための諸規則、⑩短期損益計算に関わる諸帳簿を独立して締切りするための
諸規則である。（Lars　A　Samuelson，　ibid．，　p．82－83．）
　これらの諸原則の委細について立ち入ることは、当面の直接的な課題として
は必要ではない。
　M－Planenそれ自身は、この表が示唆するように、4つのクラスを含む財務
会計の諸勘定（即ちクラス0・1・8・9）と6つのクラスを含む原価会計の
諸勘定（即ちクラス2－7）より構成されている。クラス0は、資産と持分の
勘定である。クラス1は、全ての支出を借方記入し、クラス2は、一期間に発
生した全ての原価を貸方記入す。クラス3及びクラス4は、いわゆるコスト・
センターに関わる諸勘定であり、クラス3は、発生した原価に関してコスト・
センターに借方記入し、クラス4は、実現されたサーヴィスに関してコスト・
センターに貸方記入する。クラス5は、全ての製造原価を賦課手続によって借
方記入する。クラス6は、工場より受取る全ての産出高を、通常は、標準原価
で貸方記入する。クラス7は、主として売上製品原価を借方記入する。このク
ラスはまた、製品が、製造勘定より棚卸資産勘定に振替えられるとき、棚卸資
産諸勘定に借方記入する。クラス8は、収益諸勘定の貸方記入のために、そし
てクラス9は、諸勘定の締切りのために、利用される。（Lars　A．　Samuelson，
ibid．，　p．83．）
　M－Planenの一般的な構造は、諸勘定の振替理論にしたがう。諸勘定のクラ
スの番号は、資産と支払の理論的な流れを追求できるように、設定されている。
（Las　A．　Samuelson，　ib－id．，　p．83．）
　M－Planenの弾力性を明示する一つの事例は、原価諸勘定と財務諸勘定との
統合という問題に直面する場合である。M－Planenは、この問題について4つ
の選択肢を示唆した。第1の選択肢は、M－Planenが、その基本的な原型通り、
原価諸勘定と財務諸勘定とを完全に統合し、その結果「一元チャート」（a
monistic　chart　of　accounts）として機能する場合である。第2の選択肢は、
原価諸勘定を、独立して維持することが可能であり、その結果M－Planenが、
「二元チャート」（adualistic　chart　of　accounts）になってしまう場合である。
第3及び第4の選択肢は、財務諸勘定と原価諸勘定との結合関係に関する各々
純粋な形態を混合させる場合である。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．83．）
　M－Planenの弾力性を明示するもう一つの事例は、原価計算の諸原則に関す
る弾力性である。M－Planenは、基本的には、全部原価計算の体系を予定して
いる。M－Planenにおける原価計算の諸原則に関する弾力性とは、本来的には、
この全部原価計算の様々な体系に関連した弾力性である。とはいえM・Planen
は、変動原価計算の体系に賛同する諸企業の場合でも、容易に適用されうる。
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このことは、基本的な勘定組織体系としてのM－Planenの弾力性を示すもので
あると言ってよい。（Lars　A．　Samuelson，　p．84．）
　M．Planenは、スウェーデンの会計実務に対して非常な影響を与えた。その
直接的な影響は、各企業が諸勘定組織体系を変更する場合、M・Planenを基礎
としたことであった。とはいえM－Planenの会計実務に対する主要な影響は、
間接的なそれであった。例えば、各々の産業部門が、基本的な勘定組織体系を
立案・公表する場合、それらの体系の基礎をM－Planenに求めたこと、しかも、
もっと後には、個々の企業が、個々の勘定組織体系を立案・公表・実施する場
合、それらの体系のモデルとしてM－Planenを利用したことであった。1950年
代にはおよそ15の産業部門が公表した業種別コンテンラーメン（例えば醸造工
業のB－Planen、製紙工業のP－Planen、製靴工業のS－Planen、電力部門のE－
Planen、その他等）が、その基本構造を定める場合、　M－Planenをモデルとし
て利用していたことは、その顕著な事例である。（Lars　A．Samuelson，ibid．，　p．
84，Leif　H．　Skare／Nils　Vasthagen／Sven－Erik　Johansson，　ibid．，　s．329．）
　M－Planenは、長期にわたって制度としての教育・研究機関である大学でも、
原価会計及び管理会計に関する全ての課程の教育・研究対象として支配的な地
位を占めてきた。しかもそれは、第2次世界大戦後、スウェーデンでも戦後の
新しい経済社会の状況に呼応してM－Planenに代替する会計システムとして
様々な新しいモデル（例えば、the　RP－project，　the　software　packages
approach，　the　methodological　approach，　the　user－oriented　approach）（Lars
A．Samuelson，ibid．，　p．109以下）が案出されてきたにも拘わらず、なお依然と
して今日でも会計の基本的な用具として教育・研究対象となっている。（Lars
A．Samuelson，ibid．，　p．84．）
　M－Planenはまた、公的部門における諸勘定組織体系のモデルとしても利用
されてきた。例えば、政府部門及び政府諸機関が利用するS－Planenは、　M－
Planenの特徴を継承している。これに対してM－Planenは、中・小規模の企業
の場合には、直接的にも間接的にもその影響は比較的薄く、これらの諸企業は、
BAS－Planenを利用している。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．84．）
　M－Planenを実際に適用している企業・その他の組織体が、実際にどのよう
な諸勘定を設定しているかということを明示することは、主として経験的・実
験的な資料収集の困難性のために、かなり困難である。また個々の企業が立
案・実施している勘定組織体系がM・Planenの系列に入るか否かということを
分類しうるような基準を定めることも、困難を伴う。しかも、個々の企業・組
織体の勘定組織体系がM－Planenをモデルとしていると言われる場合でさえ、
そこには、必ずやM・Planenの基本的な特徴から乖離する部分がある筈であ
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り、スウェーデンの場合、この乖離をどの程度まで承認するかということを決
定することは、M－Planenの持つ弾力的な性格から考えて、余り意味のないこ
とである。個々の企業の各々の勘定組織体系は、その時々に発生する様々な必
要性に応じて、随時に変貌する。M－Planenは、そのような性格を有する。（Lars
A。Samuelson，ibid．，　pp．84－85．）「今日、個々の企業によって利用されている
各々の勘定組織体系は、5年・10年・或いは40年前に利用されたそれとは、か
なりの程度、相違している。」（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．85）
　個々の企業が立案・実施している諸勘定組織体系がM・Planenの系列に入る
か否か、換言すれば、それが、M－PlanenかそれともNon　M－Planenかという
ことを判断する場合その判断が主観的にならないようにすることは、難しい。
この場合問題となることは、どの程度までM－Planenの幾つかの特徴が生かさ
れているかということであろう。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．85．）更に個々
の企業が立案・実施している諸勘定組織体系が、実用的な性格を持っていると
いっことも、M－PlanenかNon　M・Planenかを決める場合その判断を、鈍らせ
る。例えば、一企業の勘定組織体系がM・Planenをモデルとしているという場
合自ずから想起されることは、10進法の採用である。とはいえM－Planenが10
進法を導入したのは、1940年代のスウェーデンではパンチ・カード・システム
を利用することを要請された企業が、大規模企業であったということによるの
であり、必ずしもM－Planenの勘定クラスの分類及び勘定グループの分類に賛
同したからではなかったこと、とりわけ中・小規模の企業の場合、そうであっ’
たといっことである。換言すれば、個々の企業の勘定組織体系とM－Planenと
の間の類似性は、単に幾つかの諸勘定に番号を付けるということだけに限られ
ており、その実質的な内容の類似性或いはM－Planenの様々な特徴を利用して
いるということを意味するものではなかったのである。例えば1976年にスウェ
ーデンの巨大な公的企業の会計システムについて調査対象とした56社の中で
も回答を寄せた企業は36社、この中でM－Planenをモデルとして利用していた
企業は17社、M－Planen修正版をモデルとして利用していた企業は3杜、残余
の企業16社の中でも3社は、アメリカ会計実務の影響を受けていたと言われて
いる。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　pp．85－86．）
　ところでAlbert　ter　Vehnは、スウェーデン機械工業連合がM－Planen
を公表する以前より、しばしば同連合の顧問として召喚され、会計上の
損益概念を理論的に定式化するという課題を負っていた。けれどもかれ
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は、会計上の損益概念の定式化或いは損益概念の解釈という、直接的に
かれに課せられた問題を研究するということに留まらず、この研究を会
計機構の原理的な諸問題の研究にまで拡大したのであった㈹。
　Albert　ter　Vehnは、　M－Planenに関する注解作業の後、会計上の概念
問題に対する自己の立場と見解とを、一層、自明な（sjalvsttindig）なも
のとすることに集中した。機械連合委員会の下部委員会で争点となり、
長引く討議の過程を通じて票決によって決着をつけるにまで至った最も
重要な問題の一つは、支出概念したがってまたそれとの関連で組上に上
ってきた原価概念をめぐるそれであった。機械工業連合の会長Alrik
Bjδrkundを除いて全ての人々は、　Albert　ter　Vehnの見解に賛同した。
委員会の決定は、クラス1を支出、クラス8を収入と命名したが、これ
に対してAlrik　Bj6rkundは、クラス1を支出概念ではなくて調達原価
（kostnader　f6r　anskaffning）という概念、クラス8を引渡による収益
（inttikter　av　leveranser）という概念と命名することを望んだ（63）。その
結果M－Planenの立案に関与した人々は、クラス1を支出（utgifter）（発
生した原価：operiodiserade　kostnader）、クラス8を収益（inkomst）
（発生した収益：operiodiserade　intakter）と呼び、支出概念をM－
Planenに対する注解で改めて入念に検討・限定することにしたのであっ
た（64）。なおまた因みに言えば、Albert　ter　Vehnは、　STF一基礎プラーン
において争点となった支出と原価の概念の明確化に当たって、損益計算
上の費用と原価計算上の原価の関連を問い、損益計算上の中性費用（か
れの言葉によれば、簿記上の付加原価bokf6ringsmerkostnder）と原価
計算上の付加原価（かれの言葉によれば、原価計算上の付加原価kalkyls－
merkostnader）を区分し、更に損益計算上の費用及び原価計算上の原価
と支出との関係を分析し、それを基礎として会計期間と原価計算期間と
の関連で支出の区分を行った（65）。かれは、STF一基礎プラーンの論評の過
程を通じて、費用と原価、中性費用と付加原価等、会計上の基礎的な諸
概念を明確化するに当たって、STF一基礎プラーンの立案の経緯が示すよ
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うに、それが、より直接的にはドイツのAWV一プラーンを基礎としたこ
とから、さしあたりはAWF一プラーンにおける関連の諸概念の詳細な分
析より出発し、それとの関連でSTF一基礎プラーンの諸概念を批判的に
検討するという形をとることを余儀なくされた。とはいえかれは、STF
一基礎プラーンにおける上記のような諸概念に対する批判を媒介として
広く会計上の諸概念の明確化と諸用語の確立のためには、最終的には、
Eugen　Schmalenbachのコンテンラーメンにその手掛かりを求めた。そ
れは、実際原価計算の統一的な用語と統一的な処理問題の場合と同様で
あった。この点でかれは、スウェーデンの商業技術論／企業経済学におけ
るドイツ経営学（したがってまたその一環としてのドイツ会計学）の媒
介者であり、ドイツ経営学（したがってまたその一環としてのドイツ会
計学）のスウェーデンの商業技術論／企業経済学（したがってまたその一
環としての同国の近代会計学）に対する影響は、Albert　ter　Vehnの存
在なしには、考えられないとさえ言われたのであった㈹。
　Sten　J6nssonは、スウェーデンにおける現代企業経済学者の一人とし
て、イェテボリィエ大学（G6teborgs　universitet）の企業経済学とりわ
け会計及び財務の教授であるが（67）、かれは、Albert　ter　Vehnが長期に
わたって会計的な諸概念の明確化を求めてきた努力を評価し、概略、次
のように論評している。即ち「支出」対「調達のための原価」という問
題は、Albert　ter　Vehnが在職中はもとより現代でも重視されること、
その理由は、「経済的な問題について考量をめぐらせる場合、この概念装
置が、最も重要な補助手段である」（begreppsapparaten　ar　en　visktigas－
te　hjalpmedelvid　tankande　kring　ekonomiksa　spdrsmSl）（68）からである
こと、「支出」と「原価」とを明確に峻別することがなければ、「諸資源
を調達するための資金調達」（finansiering　av　anskaffningen　av
resuser）と「諸資源を利用するための原価」（kostnader　fOr　att　utnyttja
resurserna）との問題を正しく区別・認識することもできないこと、現代
スウェーデンの公的部門では「予算が、支出とそれに結合している用語
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とに力点をおいていることによって、原価意識を開発させること
（utvecklingen　av　ett　kostnadsvetande）が、阻まれている」（69）という
のである。そしてかれは、かってG．Myrdalが失業対策案に関連して添
付した、年次予算収支と中・長期予算収支に関する意見書で提唱したよ
うに、財政当局が「3力年予算」（trearsbudgetar）の制度を導入し、3
年間を単位期間として予算編成上の期間区分をする可能性を承認すると
しても、既に公的部門に定着している諸用語が、この部門で経済効率的
な思考をする場合、それに対する阻害要因になっていると結んでい
る（7°）。Albert　ter　Vehnが、支出と原価の概念の明確化を特別に意識し
たのは、かれが、このような状況の到来を既に予見していたことに依る
ものであったか否かということは、定かではない。ここではSTF基礎プ
ラーンの弾力的な性格（実践的な適用可能性）が、諸概念の明確化（原
則的な正確性）を前提としていたことを想起すれば、十分である。しか
も付記するべき点は、Albert　ter　Vehnが長期にわたって指向してきた
会計的な諸概念の明確化という努力を、例えば、1975年株式会社法（1975
ars　aktiebolagslag）の法典編纂の場合に条文として記載する諸用語の
正確1生を期するために、法務省の職員がかれの「大学講義用プリント」
（kompendium）を利用するという形で、現実的に生かしたこと、そし
てAlbert　ter　Vehnが、この事実を確認したとき、深い満足感と安堵感
をもって、法典編纂作業の進め方を評価したということである（71）。
（3）その他の諸問題
（1）諸概念の整理と体系化及びその立脚点の問題
　Albert　ter　Vehnの功績は、上記のように、実際原価計算のための統
一的な諸原則と標準コンテンプラーンの形成というような専門的で学術
的な問題を取り扱う場合、混乱・錯綜している用語を概念的に整理（be一
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greppslig　ordning）し、組織的に体系化しようとしたことであった。か
れは、専門的な領域の諸問題に関するこのような概念的な整理と組織的
な体系化に着手するのに先立って、時折、母国・ドイツの人々とスウェー
デンの人々の精神構造の相違について考察し、概してスウェーデンの
人々は、物事を高度に抽象的な諸原則と関係させることを求めるドイツ
の人々よりも実用主義的（pragmatiskt）であり、スウェーデンの人々の
考え方は、具体的で、現実からの検証に耐えうる、実際的な適用可能性
を求めるという判断を下した㈹。かれは、この点で「ドイツにおける
Albert　ter　Vehnは、スウェーデンにおけるAlbert　ter　Vehnと全く別
様である」（73）と言われた。イェテボリィェ商科大学の教育・研究者として
の資格によってスウェーデンの経済社会に登場したAlbert　ter　Vehn
は、概念の明確化と精緻化という、どちらかと言えば、ドイツの人々が
得意とする領域の問題を、スウェーデンの政策形成の過程に関与し、政
策形成の過程でスウェーデンにおける産業界の人々（実務家達）との対
話を行うことを通じて、より一層具体的に適用可能性のあるものとし、
実務上利用可能な「概念的な基礎」（74＞（ett　begreppsligt　fundament）を
形成することに、生粋のスウェーデンの人々よりももっと寄与した。
　これまで見てきたように、スウェーデンの近代会計学の形成とりわけ
会計問題の標準化作業（standiseringsarbetet）を推進する上でその契機
となり、指導性一その結果の是非は度外視するが一を発揮したのは、終
始一貫して技術者達であった。そしてまたこの領域での制度としての教
育・研究者達の教授職をめぐる抗争もまた、ある程度まで、その契機と
なった。この場合注目するべき点は、如何なる場合でもこの問題に関与
した「諸教授達と様々な産業団体が等しく興味を寄せていた問題は、国
家が原価計算並びに競争を規制するために干渉することを回避するとい
うことであった。」㈹このような立場は、混合経済のスウェーデン的な型
を、ある程度まで会計問題において反映したものであると言えるであろ
う。それだけにAlbert　ter　Vehnは、スウェーデン在住のドイツ人とし
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て、M－Planenの注解作業に着手し、スウェーデンの経済社会に適合的
に、会計的な諸概念の明確化と原則に抵触しない限り弾力化を図ること
によって、標準化問題に関する無用な混乱が惹起することを阻み、それ
を通じて政府が介入する余地をできるだけ残さないように努めたのであ
った。
（2）制度的な構築者
　Albert　ter　Vehnが、イェテボリィェ商科大学の教授として就任して
間もなく最初に着手した問題の1つは、取引所上場の全ての企業の年次
会計を含む「企業史料集」（Affarsarkiv）の編纂に着手したことであっ
た。かれは、貸借対照表論上の諸問題に関する教育・研究においてその
重要な部分として企業記録を重視し、学生達が同商科大学の卒業試験に
合格するためには、少なくても諸企業の1社の最新年度の事業活動につ
いてシェマーにしたがって分析することを、学生達に要請した。若手の
教師達が、学生達の分析を訂正した。Albert　ter　Vehnは、このような
作業を通じて、より直接的には、学生達と若手の教師達が、企業情報を
処理し、企業分析を行い、企業に関する知識と理論的な諸概念を実際に
利用し得る能力を酒養することを狙った。同時にかれは、これによって、
最終的には全ての企業について一組の分析結果を一般に利用可能となる
ように、制度的に整備した㈹。
　Albert　ter　Vehnは、「大学講義用プリント」を在職中には、毎年、丹
念に書換えした。それは、かれが、スウェーデン語が母国語でないこと
を意識していたからであった。このことは、かれが、時折、このプリン
トが、粗削りで完備されていないことを学生達に弁解し、また講義の内
容を文献資料によって裏付けることに非常に配慮したという点に、明白
に現れていた。かれは、そのためこのプリントを、毎年、訂正・加筆・
削除し、場合によってはそこに沢山の注記を加えた。こうしてかれの「大
172
学講義用プリント」は、イェテボリィェ商科大学の内外で有名になった。
このプリントは、時が経つと共に、企業経済学に関する様々な領域に関
わる完全な教科書となり、そこで提示された基礎的な会計構造と明白な
会計諸概念とは、学生達はもとより関連の教育・研究者達も称賛すると
ころとなった。そしてかれは、このプリントの中では、何より、几帳面
とさえ言える程、用語の濫用と誤用とを回避することに留意したが、こ
のこともまた、諸概念の明確化を促進したのであった（77）。
　Albert　ter　Vehnは、「工業実際原価計算の場合の統一的な用語に関す
る諸規範」及びM－planenに関する注解と並んで、幾つかの注目するべき
論文を公表した㈹。これらの論文は、主として会計機構の問題を論題と
していた。とはいえかれが、教育・研究上果たした果たした機能・役割
を比較的に総体として知る上で、これらの諸論文より遙に有益な文献は、
「大学講義用プリント：企業経済学入門」（Kompendium．　Indelning　till
fdretags　ekonomien，1965　ars　uppL，　G6teborg，1965）である。（79）
　一般に、この「大学講義用プリント：企業経済学入門」は、イェテボ
リィェ商科大学の企業経済学上の各々の専門領域に関するタイプ印刷の『
資料であり、毎年、ルーズリーフに収録する形でその内容を修正・補充
しながら、最新の状態を保存しておくように工夫されている。それは、
単に大学講義内容の概要のみならず、例えば、各年毎に利用されるテキ
スト名を記載し、テキストについても主題、具体的な設例、参考文献を
指示しているように、常に沢山の付録を付し、原理的な説明と新しい動
向とが理解されるように編成されている。このプリントは、イェテボリ
ィェ商科大学の学生達に間に流布しただけではなくて、ストックホルム
商科大学やその他の北欧諸国の商学関連の単科大学でも引き合いにださ
れ、制度としての教育・研究機関で広く利用されてきた。
　例えば、Albert　ter　Vehnは、1957年版では、収益問題に関する非常
に入念な分析を記載し、単に企業経済学入門として性格を超えて収益問
題の本質にまである程度まで肉薄するような内容をそこに盛り込んでい
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た。とはいえかれは、ここでは、商業技術論／企業経済学における収益概
念の歴史的な変遷に関する沿革と商業技術論／企業経済学の国民経済的
な補助的な機能に関する幾つかの基本的な諸概念を注目するに過ぎなか
った。例えば、かれは、私的企業と市場経済の領域に関する基本的な問
題を全く排除していた。即ちかれは、ここでは、商業技術論／企業経済学
の一般的・包括的な全体像に照準を当てることに力点をおくよりも、か
れ自身の特殊な研究領域に専らそのその焦点を定めた内容となってい
た。かれは、ここでは、主として財務技術論（資金調達技術論）の問題
を取り扱い、後の同プリント1965年版で言及するようになる貸借対照表
に関する包括的な概念を提示することはなかった（8°）。かれは、ここでは、
当時のスウェーデンのこの領域の学術的な教育・研究上未だ統一的に理
解されていなかった財務（Finansierung）という概念にどのような内容
を与えるかという問題を明らかにすることを断念・放棄していた。とは
いえこの1957年版の様々な行間より推定しうることは、かれが、この概
念を非常に深く理解していたということである。ドイツの企業経済学の
場合、Eugen　Schmalenbachが、財務・資本調達の領域でも先達者であ
ったように、スウェデンのそれの場合、Albert　ter　Vehnが、同一の地
位を占めていたのであった（81）。かれは、ここでは、財務技術論の問題に
ついては、この領域におけるドイツの先達者達の成果を踏まえて、場合
によってその先例に倣って、企業特に株式会社形態の財務・資本調達問
題特に当初より将来的に若干の増資を前提とした会社の設立、企業金融
の健全化、会社の財政的な再建と合併等の問題を論じた。もとよりかれ
は、ここでもまた、全体としての企業財務・金融問題に関する如何なる
包括的・統一的な所説を展開することもできずに、個別的・特殊的な諸
問題に関して時としては異常なまでに深く立ち入った。（例えば有価証券
の発行と新株引受権に関する技術的な方法の提示等。）この点でこの1957
年版は、「財務・資金調達に関する教科書としては、一方では余りにも一
面的で不完全であるが、他方では個別的な問題に関しては殆ど百科全書
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のような性格を持っていた」（82）と言われるのである。
　これに対してAlbert　ter　Vehnは、1965年版「大学講義用プリント：
企業経済学」では、企業経済学に関する諸問題を当時のスウェーデンの
経済社会の要請にしたがって、新しい視角より整理し、企業経済学とい
うものの包括的な概観（全体像）を提示し、それを更に展開しようとし
た。とはいえかれは、ここでは、その主軸をなお依然として貸借対照表
論においた（83）。それによってこのプリントは、当時のスウェーデンにお
ける会計制度の研究のための標準的な著作となった（84）。ここではかれ
は、貸借対照表作成に関する私法一及び税法上の諸規定の問題を取り扱っ
たが、その力点を貸借対照表評価問題においた。この場合かれは、その
分析を国際的な水準にまで拡大し、当時、世界的に問題とされていた貨
幣価値の変動と会計的な利益計算との関連という問題については、特に
かれの恩師であったFritz　Schmidtの有機的貸借対照表論の問題と対決
した。かれによれば、Fritz　Schmidtの会計理論の欠点は、その理論の総
体的な妥当性を期待することができないということ、即ちこの理論は、
企業の全体的・最終的な成果計算（外部的或いは簿記的な成果計算）の
問題と関係し、経営成果の測定或いは計画的な統制（例えば販売価格な
いしは販売政策の統制或いは購買価格ないしは信用・財務政策の統制）
に役立つ企業の内部的な部分成果計算の問題と関係することはなかった
という点であった（85）。Fritz　Schmidtに対するかれのこのような論評は、
概して会計問題に関するAlbert　ter　Vehnの関心が、　Oskar　Sill6nと同
様に、企業の経営内部の問題に向けられていたことと、無縁ではなかっ
た。かれは、特にそれを計数的に正確に、しかも経営活動の目的にした
がって把握することに集中した㈹。これは、当時のスウェーデンの一般
的な傾向であった。スウェーデンの場合、企業を取り巻く外部関係者に
対するいわゆる外部会計問題に関する研究が、ある程度、本格的に開始
するのは、第2次世界大戦終了後の1950年前後、外部会計に関わる制度
的な整備が進展するのは、1970年代に入ってからである（87）。
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（3）スウェーデンの企業経済学の新しい領域への展望　後輩の育成
　Albert　ter　Vehnは、上記のように、実際原価計算の統一的な諸原則
の提示を目指したSTF一基礎プラーン及び標準コンテンプラーンとして
のM一プラーンについて、批判的な検討を通じて、スウェーデンの企業経
済学したがってまたその一環としての近代会計学の形成の上で、会計上
の諸概念の明確化と理論の実際的な適用可能性という問題に先鞭をつけ
たのであった。
　このような先見の明は、その後、かれの幾人かの間接的或いは直接的
な後輩の育成となり、スウェーデンの企業経済学したがってまた近代会
計学の専門化の過程で、幾人かの優秀な教育・研究上の人材を生みだす
ようになったのであった。
　Albert　ter　Vehnは、既に1935年、ノルウェーのベルゲン商科大学の
新設に伴う企業経済学の教授職採用人事の場合、その審査員として、参
画した。候補者10名中、1名はノルウェー出身、3名はスウェーデン出
身、2名はドイツ人であった。スウェーデン出身の3名の中には、Robert
Kristenssonも含まれていた。　Albert　ter　Vehnも含む審査員達は、如何
なる候補者をも教授職に推薦することを躊躇い、辛うじてRobert　Kris－
tenssonのみを、助教授職に推薦した。　Robert　Kristenssonは、既述の
ように、その後「工業原価会計」（Om　industriell　kostnadsredovisning）
に関する補足的な著作を公表して、1938年に教授職に就任した。Albert
ter　Vehnはまた、これを契機に後にベルゲン商科大学の教授職に就任し
たDag　Coward及び工学士Eilif　Paulsonとも2年或いは3年、教育・
研究上の先輩として、かれらに接した（88）。
　Albert　ter　Vehnの、ノルウェーの企業経済学の発展したがってまた
その人材の育成に関する功績以上に注目するべきことは、もとより、ス
ウェーデンにおける有為な企業経済学者達の育成と新しい教育・研究領
域の開拓・充実に対してかれが果たした役割である。
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　Albert　ter　Vehnは、後発大学としてのイェテボリィェ商科大学の商
業技術論／企業経済学の教育・研究者として就任して以来、先発大学とし
てのストックホルム商科大学の設立の経緯とその後の同大学における教
育・研究活動の動向を踏まえて、スウェーデンの商業技術論／企業経済学
の「市民権」の確立とそれを前提とした、将来構想を射程に入れた教育・
研究領域の拡大とそのための教育・研究者の育成を志向し（89）、様々な人
材を輩出することに努めた。これらの人材の中でも、スウェーデンの近
代会計学の形成にとってとりわけ注目するべき人々は、Nils　Vasthagen
（1908－1965年）cf・1）とSven－Erik　Johansson（1924－　）cf・2）であった。か
れらは、それぞれ、Oskar　Sillenが先発大学としてのストックホルム商
科大学を拠点として、礎石を築いた商業技術論／企業経済学の専門化の路
線にしたがって、各々の専門領域で、Albert　ter　Vehnとの関わりを通
じて、多大なる業績を残した（9°）。
cf．1）Nils　Vasthagen（1906－1965年）は、1937年にイェテボリィェ商科大学の
経済学士の資格を、また1950年には同大学の博士号を取得し、後にはストック
ホルム商科大学及びルンド大学の教授職に就任した。（ストックホルム商科大
学への就任は、会計及び財務に関するOskar　Sill6nの後任としてであった。）
かれは、企業経済学の諸領域の中でも、企業の外部会計と内部会計並びに経営
管理問題に主要な関心を寄せ、国際的な関連を射程に入れた経験的な研究をす
ると共に、教育者としても高い評価を与えられた。その研究業績も、相当数に
のぼるが、主著としてあげれるのは、「営業簿記の基礎」（Affarsbokf6rings
grunder，　C．　W．　K．　Gleerups．　Lund，1945）、　Leif．　H．　Skare／Sven－Erik　Johans－
sonとの共著「工業実際原価計算」（lndustriell　sjalvkostnadsberakning，　Nor－
stedts　Stockholm，1946）、「官房簿記及び営業簿記における収入と支出の概念」
（lnkomst・och　utgiftsbegreppen　i　fδrvaltningsbokf6ring　och　afftirsbokfOr－
ing，　C．　W．　K．　Gleerup，　Lund，1950）、「自由償却1938－1951，第1部及び第2
部」（De　frira　avskrivningarna　1938－1951，　Del　loch　2，　C．　W．　K．　Gleerup，
Lund，1953）、　Oskar　Sillenとの共著「貸借対照表評価諸原則」（Balansvarder－
ingsprinciper，　Norstedts，　Stockholm，1958）であった。これらの著作の中で
も、学位論文としての1950年の著作の内容は、明らかに、Albert　ter　Vehnの
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諸概念の明確化という路線に沿うものであった。（Lars　Engwall，red．，［1995］，
ibid，，　ss．273－285．）
cf．2）Sven－Erik　Johansson（1924　　）は、1948年にイェテボリィェ商科大
学を卒業し、1949年にAlbert　ter　Vehnの助教師（bitradande　larare）となり、
1952年にストックホルム商科大学に移籍し、1961年に同大学のPaulsson
Freckner（1921－、主として原価分析・予算統制・コンテンプラーン等の研究
領域に従事）の下で博士号を取得し、後にはNils　Vtisthagenの後をうけて、
同大学の教授となった。かれは、企業経済学の領域でも主としてコンツェルン
会計、それとの関連での租税・貨幣価値の変動と企業及び資本価値の評価の問
題、資本構造・資本投資・収益性の問題等に関心を寄せた。かれもまた、Nils
Vasthagenと同様に、相当な研究業績をあげた。その主要な著作としてあげら
れるのは、「コンツェルン貸借対照表上の評価問題」（Koncernbalansraknin－
gens　varderingsproblem，　Handelsh6gskolan　i　G6teborg，　Skriftserie，1954：
2）、「企業経済学的な文献による企業評価の諸手法」（Metoder　f6r　vardering
av　f6retag　enligt　f6retagsekonomisk　litteratur，　Fδretagsekonomiska　Fors－
kningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，1957）、「貨幣借入と実
物財借入との企業の選択．特に税務的な要素を顧慮して」（Fdretagets　val　mel・
lan　penninglSn　och　reallan　med　speciel1　hansyn　till　skattefaktorn，　F6retag・
sekonomiska　Forskningsinstitutet　vid　Handelshdgskolan　i　Stockholm．
1959）、「投資準備金の設定に関する収益性の判断とその利用」（L6nsamhets－
bed6mning　av　investeringsfondsavsattningar　och　deras　utnuttjande，　F6r－
etagsekonomiska　Foskningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，
1959）、「租税一投資一評価」（Skatt－investering－vardering，　Fdretagse・
konomiska　Forskningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，1961）、
H．Edenhammarとの共著「投資準備金の収益性」（lnvesteringsfonders　ldn－
samhet，　Norstedts，　Stockholm，1968）、「企業の収益性・資金調達及び成長」
（F6retags　1δnsamhet，finansiering　och　tillvaxt，　Studentlitteratur，　Lund，
1983）、L．　Ostmanとの共著「収益性への要請一会計測定の方向性」（L6nsamhe－
tkrav－redovisningsmSttstyrning，　Studentlitteratur，　Lund，1992）等である。
（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．327－343．）
　以上、みたように、Albert　ter　Vehnは、1923年にイェテボリィェ商
科大学に商業技術論／企業経済学の教育・研究者として就任以来、先発大
学としてのストックホルム商科大学の教育・研究者としての先人Oskar
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Sill6nと共に、1920年頃を境としてようやく萌芽的に台頭してきたこの
領域における専門化過程の兆しの下で、商業技術論／企業経済学の制度的
な構築に貢献した。何れも初期の先導者して、各々の勤務する各々の商
科大学の教育・研究活動と共に、それを拠点として、産業界の要請にも
応えるべく、Oskar　Sill6nは、コンサルタント／会計士として、Albert　ter
Vehnは、工業原価会計問題の領域における実際的な活動に従事し、同時
にまた、その時々の国家等政府機関が寄せる期待にも応えた。とりわけ
本説の本項で問題としているAlbert　ter　Vehnは、多様な実務の中で使
用されている会計的な用語の概念の明確化とそれによる組織的な体系化
という作業と、企業経済学者達の教育・育成という問題にも積極的に参
加し、スウェーデンにおける企業経済学の制度的な構築のために、多大
な足跡を残した。その特徴は、多様な実務の標準化という問題とそれを
前提とする企業経済学の制度的な構築（市民権の獲得）という問題のた
めに、「概念の検討による分析と概念体系の組織化」（begreppsutredande
analys　och　systermatering　av　begreppssystem）を図ろうとすること
であった。「かれは、秩序というものに関する教師であり、形成者であっ
た。そしてこの秩序は、後に生起しうる引き続く発展の基礎となるもの
であった。」（91）
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一む　す　び　に一
　これまで本稿では、最初に、スウェーデンにおける近代的な商業技術
論／企業経済学したがってまたその一環としての同国の近代会計学の教
育・研究に関する制度的な整備とその充実の過程を、特にその主要な担
い手となった先発大学としてのストックホルム商科大学と後発大学とし
てのイェテボリィェ商科大学の設立の経緯とその後の動向を手掛かりと
して辿り、同国では簿記・会計学が、商業技術論／企業経済学の一環とし
てどのように教育・研究上の制度に組み込まれてきたかということを明
らかにし、併せて同国では簿記・会計制度上の問題が、学術的にはいか
なる方向に向かってその領域を拡大し、質的に深化を遂げてきたかとい
うことを示唆した。
　次いでそれを踏まえて、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学
の教育・研究に関する制度的な整備とその充実を迫った様々な契機の中
でも、最も基本的な契機となった4つの契機即ち（1）当時のスウェーデン
の経済社会の一般的な発展動向、（2）実務的な経験の尊重と産業界の要請
への呼応、（3）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する外国の影
響、（4）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に関する経済諸理論におけ
る企業理論の影響という契機について概観した。
　更にこれらを前提として、スウェーデンにおける近代的な商業技術論／
企業経済学したがってまた近代会計学の形成上、2つの中心的な大学に
おける2人の教育・研究者、即ち一方では先発大学としてのストックホ
ルム商科大学を拠点としたOskar　Sill6nが、他方では後発大学としての
イェテボリィェ商科大学を拠点としたAlbert　ter　Vehnが、その形成に
とって果たした機能・役割を、Oskar　Sill6nの場合には専門的な領域の
確定・細分化・体系化という問題に、Albert　ter　Vehnの場合には、実
際原価計算の標準化問題における統一的な用語と処理基準の確立という
184
問題を媒介とした会計的な諸用語・諸概念の明確化という問題に照準を
あて、概観した。総じてかれらの最も重要な役割は、スウェーデンにお
ける商業技術論／企業経済学の市民権の確立ということであった。
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学したがってまたその一
環としての近代会計学の形成にとって先発大学としてのストックホルム
商科大学及び後発大学としてのイェテボリィェ商科大学の発展とほぼ平
行して、その他の関連の制度としての教育・研究機関でも、この領域で
の教育・研究が開始していた。とりわけ注目するべき動向の一つは、概
して自然科学系の単科大学とりわけ工科大学（KTH）、林業大学（Skdg－
shogskolan）、農業大学（Lantbruksh6gskolan）で進行したこの領域に
関わる教育・研究であったω。上記の二つの商学系の単科大学は、商業技
術論／企業経済学したがってまたその一環としての近代会計学の教育・研
究の目標を、遅れた資本主義国家の一つとして世界市場に進出を求める
当時のスウェーデンの産業界にとって有為な経済人の育成においたのに
対して、工科大学は、この領域における教育・研究の目標を、世界市場
への進出のための厳しい産業合理化運動を背景として、工学技術的な技
術革新を極限まで推進し、様々な発明・発見とその実用化を図ることに
おいた。既述のように（本号．120頁）、徹底した合理的な機能主義者とし
て産業合理化運動の担い手となった工業経済学及び組織論の教授C．
Tarras　Sallfors（1922年工科大学卒、同時にストックホルム商科大学で
経済学と数学を学習）、及びかれの後をうけてその座に就き、Albert　ter
Vehnに先駆けてスウェーデンの会計標準化問題でM－planenの立案・
公表に当たって積極的な役割を果たしたRobert　Kristensson（1919年工
科大学卒、同時にストックホルム商科大学で経済学を学習）は、その代
表者であった。これと並んで、本稿では全く言及していないが、林業大
学の場合には、森林経営学者及び森林技官として、スウェーデンの伝統
的な産業として、同国の近代的な工業化過程の以前も以後も、一環して
同国の輸出志向的な経済を支えてきた森林の運営形態と森林経営の収益
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性の問題を、G．　Myrdalの事前的・事後的な概念に依拠しつつ、研究し、
森林所有者の帳簿調査を試みたThorsten　Streyffert（1892－1983年、森
林技官としての教育の後1919年ストックホルム商科大学卒）（2）、農業大学
の場合には、当時、既に、その地理的・自然的な環境要因のために世界
市場はもとより国内市場でさえも斜陽産業となりつつあった同国の農業
部門に関して、農業経済学の先駆者であり、同時に農業合理化運動との
関連で農業簿記・会計の領域で重要な足跡を残したLudvig　Nanneson
（1881－1963年、Alnarps　Lantbruksinstitutet出身）（3）という二人の卓越
した教育・研究者の歩みにも、然るべき評価を下してもよいであろう。
自然科学系の単科大学の中でも林業及び農業大学とりわけ農業大学にお
ける商業技術論／企業経済学したがってまたその一環としての近代会計
学に関する教育・研究は、工科大学のように、直接的には脚光を浴びる
ことはなかっにせよ、本稿の①及び（2）でみたような、スウェーデンの経
済社会における当時の動向と要請にしたがって費用・収益分析の上で多
大な貢献をしたからである。
　先発大学としてのストックホルム商科大学を拠点としたOskar　Sill6n
及び後発大学としてのイェテボリィエ商科大学を拠点としたAlbert　ter
Vehnが、何れも、先達者として着手した教育・研究は、その後、ゆっく
りとした、だが、着実に、およそ40年間もの歳月をかけて、実を結んで
いった。その指標として、例えば、既述のように（本号．40頁）、ストッ
クホルム商科大学及びそれを拠点としてたOskar　Sill6nの教育・研究活
動との関連では、同大学卒業後アメリカ留学を経て、当初は、工業簿記
及び原価計算の領域で、後にはスウェーデンでは流通経済学と命名され
るようになった商品流通問題の領域で「モデル形成者・計画経済学者及
び市場予言者」として、同大学のその後の発展に寄与したGehard　T6rn－
qvist、同じく同大学を卒業後アメリカ留学中にFrank　Knigthに学び、
国民経済学者として出発し、後には企業経済学特に経営管理論の領域を
開拓し、国際的にもある程度の名声を博しているSune　Carlson、ストッ
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クホルム商科大学でGehard　T6rnqvistに学び、後に国民経済学で学位
をとりながら企業経済学とりわけ原価計算・管理会計の領域の教授とし
て両領域の境界線上でその所説を展開したFolke　Kristensson、本稿で
は全く言及する余裕がなかったが、上記の林業経営学者Thorsten
Styrffert及び農業経済学者Ludvig　Nannesonと同様に、費用・収益分
析に多大な業績をあげているPaulsson　Frenckner〔4）（1921－、1945年スト
ックホルム商科大学卒）、その他の幾人かの教育・研究者達の動向をあげ
ることができる。他方、イェテボリィエ商科大学及びそれを拠点とした
Albert　ter　Vehnの教育・研究活動との関連では、既述のように（本
号．181頁）、同大学でかれより直接学んだ後に、ルンド商科大学を経て
Oskar　Sill6nの後継者としてストックホルム商科大学に移籍したNils
Vtisthagen、同じくイェテボリィェ商科大学出身のSven－Erik　Johans－
son、ハンガリー系でウィーン大学出身のSanndor　Asztely、その他の幾
人かの教育・研究者達の動向をあげることができる。
　更にまた第2次世界大戦後、スウェーデンの総合大学でも、商業技術
論／企業経済学に関する教育・研究が開始したことも、付記されるべきで
あろう。もとより総合大学における商業技術論／企業経済学の教育・研究
の制度的な着手という問題は、既に1930年代に国家検討委員会（en　stat－
lig　utredning）が、企業経済学という科目を総合大学における社会科学
部門に設置し、卒業試験科目に含めることを提案していた。それは、こ
の領域の教育・研究が、上記の二つの商科大学の活動とその成果を背景
として、当初は商業技術論として出発し、企業経済学という命名を新た
に付与されていく中で、徐々に市民権を確立しつつあることと、無縁で
はなかった。とはいえこの提案は、教師陣の不足という理由で、暫くの
間実現しなかった。総合大学でこの提案が現実性を帯びるようになった
のは、戦後の経済社会の復興が一先ず終了して、社民党政権が1930年代
からの施策の果実を刈り取ることが可能となった1950年代中葉からであ
った。たとえば、ルンド大学（1957年）、ウップサラ大学（1957年）、ス
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トックホルム大学（1964年）、ウメオ大学（1965年）、その他である。こ
れらの総合大学での教育・研究担当者達は、少なくてもルンド大学及び
ウップサラ大学の場合、概してストックホルム商科大学から招聰された。
　このようなストックホルム商科大学及びイェテボリィェ商科大学を拠
点としたOskar　Sillen及びAlbert　ter　Vehnの後継者達に関する具体的
な動向については、別に稿を改めて、明らかにしたい。ここでは、二つ
の商科大学における先人者であったOskar　Sill6n及びAlbert　ter　Vehn
はもとより、その後継者達として各々の専門領域で各々の所説を展開し
たかれらもまた、Albert　Danielsson（5）が言うように、その時々のスウェ
ーデンの経済社会とそれに規定された個々の企業とが提起する様々な具
体的・現実的な問題との関わりの中で、教育・研究に着手し、各々の自
説と理論とを構築・展開していったこと、かれらは、会計士或いはコン
サタントとして、中央政府・地方自治体の諮問委員或いは政策立案のた
めの専門家として、自ら会社の社長或いはトップマネジメントとして、
専門教育的な啓蒙者として、その手法はどうあれ、現実にしっかりとそ
の地歩をおいていたこと、かれらは、その個々の経歴が示唆するように、
その専門的な教育的背景として一度は諸外国に赴き、そこで学び、帰国
後は、スウェーデンの実情に適合的にその体験と知識とを教育・研究に
生かし、同時に、研修旅行或いは留学を契機として各々の領域での国際
的なネット網を構築し、不断にそれとの連携を意識してきたこと、そし
てかれらが、各々の専門領域でおさめた教育・研究の成果は、本稿の（2）
で明らかにしたような、同国の経済体制に規定されて、少なくても平和
的に利用されていることを確認して、本稿を閉じたいと思う。
（1）　Lars　Engwall（red．
（2）　Lars　Engwall（red．
（3）　Lars　Engwall（red．
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